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１ 上三川インター南産業団地の概要 

 （１）基本情報 

所在地 栃木県河内郡上三川町大字石田 

団地総面積 約８．８ha 

分譲面積 約６．２ha 

街区数   ５街区 

分譲単価 

①街区   １９，７００円／㎡（約６５，０１０円／坪） 

②街区   １９，０００円／㎡（約６２，７００円／坪） 

③④⑤街区 ２０，０００円／㎡（約６６，０００円／坪） 

 

 

 （２）位置図 

  



 （３）募集対象街区 

     

街区 
分譲面積

（㎡） 

高圧線下面積

（㎡） 

緩衝帯面積

（㎡） 

分譲単価 

（円／㎡） 

分譲価格 

（円）※暫定 
備考 

①街区 約 5,937 約 876 ― 19,700 116,958,900 
工業専用地域 

・送電線有（東電協議あり） 

②街区 約 3,632 約 1,304 約 356 19,000 69,008,000 
工業専用地域・緩衝帯含む 

・送電線有（東電協議あり） 

③街区 約 26,350 ― ― 20,000 527,000,000 工業専用地域 

④街区 約 22,635 ― 約 2,833 20,000 452,700,000 
工業専用地域・緩衝帯含む 

・地区計画による高さ制限あり 

⑤街区 約 3,627 ― 約 340 20,000 72,540,000 工業専用地域・緩衝帯含む 

※予約公募期間中は、街区の分割（分筆）を行いません。ただし、２者以上で一つの街区 

全てを取得する場合は、連名で申込頂くことが可能です。 

※上記表の分譲面積は計画値であり確定面積ではありません。 

※上記表の分譲価格は概算であり、分譲面積が確定した後、再計算します。 

※①、②街区の高圧線下については、法令で定める離隔距離を確保する必要があります。 

高圧線  送電線 

(15 万 4 千ボルト) 



 （４）都市計画法・建築基準法等法令に基づく制限の概要 

用

途

地

域 

工業専用地域 

建ぺい率 ６０％ 

容積率 ２００％ 

高さ制限 

道路斜線制限 適用距離 20m 勾配 1.5 

隣地斜線制限 立上がり 31m 勾配 2.5 

地

区

計

画 

上三川インター南地区計画 

建築物等の用途制限 

建築物の敷地面積の最低限度 

壁面位置の制限  

建築物等の形態又は意匠 

かき又はさくの構造制限 

建築物等の高さの最高限度 

（詳細は上三川インター南地区計画のとおり） 

工
場
立
地
法 

生産施設の面積 ３０％から６５％以内 

緑地面積割合 ５％以上       

環境施設面積割合 １０％以上（緑地を含む） 

公
害
防
止
協
定 

水質汚濁 法令及び県条例基準に基づく 

その他項目 法令及び県条例基準に基づく 



 （５）施設等の概要 

上 水 道 

上三川町上水道 整備予定 

※生活用水の利用のみ 

 水道加入金：メーター口径による 

（※別途、月々の使用料がかかります。） 

工業用水 なし 

地 下 水 

取水可（揚水可能量の調査は実施していません。） 

※栃木県生活環境の保全等に関する条例に基づき、一定

規模を超える揚水施設は、揚水施設設置の届出、地下水

採取量の報告が必要です。 

公共下水 

街区内に設置された「公共汚水ます」に接続して排水 

※生活排水の利用のみ 

 下水道受益者負担金：100 円／㎡（土地） 

（※別途、月々の使用料がかかります。） 

雨水排水 街区内に設置された「雨水排水ます」に接続して排水 

工場排水 
街区内において基準値以下になるよう個別処理し、街区

内に設置された「汚水排水ます」に接続して排水 

電    力 高圧受電可能 特別高圧受電については要相談 

都市ガス なし 

通    信 東日本電信電話(株)光通信提供エリア内 

 

 （６）アクセス 

最寄り IC 北関東自動車道 宇都宮・上三川 IC まで 約 2.8km 

国    道 
新４号国道近接 

※新４号国道から団地への直接の出入りは出来ません。 

町    道 町道 3-123 号線接道 

最寄り駅 JR 宇都宮線 石橋駅まで 約 7km 

 

２ 募集対象業種等 

  用途地域・地区計画等に適合する製造業の工場等（廃棄物を処理する施設及び再資源化を

する施設を除く。）、研究所、データセンター又は一定の基準を満たす物流施設を設置しよう

とする企業。ただし、「地方税法第３４８条」（固定資産税の非課税の範囲）に該当するも

のは除く。 

 （物流施設の基準） 

  （１）①、②及び⑤街区にあっては施設の建築面積が１，０００㎡以上かつ流通加工の

用に供する設備を有するもの（①と②を合わせた取得希望の場合は、建築面積の合

計が１，０００㎡以上であること） 

         ただし、資源の有効な利用の促進に関する法律に規定する再生資源又は再生部品を保

管する施設を除く。 



  （２）③及び④街区にあっては施設の建築面積が５，０００㎡以上かつ流通加工の用に

供する設備を有するもの 

     ただし、資源の有効な利用の促進に関する法律に規定する再生資源又は再生部品を保

管する施設を除く。 

 

※流通加工の用に供する設備例 

・鮮魚や精肉の加工、部品の組み立てや設置といった高度な加工が行える等準工場化され 

た機能を持ち合わせている設備 

・品質を保つための防塵設備や温度管理設備 

・生産ラインや労働力が必要な設備 

 

３ 予約分譲の条件 

  予約分譲には、次の各号に掲げる条件を付します。 

（１）売買予約契約締結の際に手付金として分譲価格の１００分の１０相当額を支払うこ 

  と。 

（２）造成完了後、６か月以内に土地売買契約を締結すること。 

（３）土地売買契約締結の日から１年以内に工場等の施設建設に着手し、３年以内に操業 

を開始すること。 

（４）土地売買契約締結の日から１０年間、分譲した土地または分譲した土地に建設され 

た施設の所有権の移転または地上権、質権、使用貸借による権利、その他使用若しく

は収益を目的とする権利を設定するときは、公社の承認を得ること。 

（５）土地売買契約の日から１０年間、造成土地等の現状を著しく変更するときは、公社 

の承認を得ること。 

（６）操業開始までに、上三川町と公害防止協定を締結すること。 

（７）土地売買契約日から１０年間を期限とする買戻しの特約を付すること。 

    ※本公募は、土地売買契約の予約を対象としていますので、賃貸借契約（事業用定 

期借地権設定）の予約は行いません。 

 

４ 応募資格 

  応募するには、次の各号に掲げる条件を全て満たす必要があります。 

（１）自らが分譲地に工場等施設を建設し、事業を行う者であること。ただし、応募者と 

事業者が親子会社（一方が実質的に議決権の過半数を保有する関係）である場合には、 

応募者自らが事業を行うものとみなします。 

（２）「３ 予約分譲の条件」を承諾する者であること。 

（３）本件土地代金の支払能力がある者であること。 

（４）事業計画及び資金計画が適切であること。 

（５）国税・都道府県税・市町村税に未納がないこと。 

（６）応募者が次のいずれにも該当していないこと。 

  ア 地方自治法施行令（昭和２２年５月３日政令第１６号）第１６７条の４第１項の

規定（一般競争入札の参加者の資格）に該当する者 



   ① 契約を締結する能力を有しない者 

   ② 破産手続開始の決定を受けて復権を得ていない者 

   ③ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

３２条第１項各号に掲げる者 

    ・指定暴力団員 

    ・指定暴力団員と生計を一にする配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上婚姻 

関係と同様の事情にある者を含む。） 

    ・法人その他の団体であって、指定暴力団員がその役員となっているもの 

    ・指定暴力団員が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的 

な影響力を有する者 

   イ 次の申立てがなされている者 

    ① 破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条又は第１９条の規定による破産手

続開始の申立て 

    ② 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条に基づく更正手続開始の申

立て 

    ③ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始

の申立て 

    ④ 会社法（平成１７年法律第８６号）第５１１条に基づく特別精算開始の申立て 

   ウ 次に該当する者 

    ① 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以

下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。） 

    ② 法第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経

過しない者（以下「暴力団員等」という。） 

    ③ 暴力団又は暴力団員等がその事業活動を実質的に支配していると認められる者 

    ④ 暴力団又は暴力団員等の活動について特別の利害関係を有する者 

     

５ 申込手続 

 （１）申込方法 

    希望する面積及び街区（複数街区可）を記載した申込書及び添付書類を（３）申込

受付場所に持参又は郵送する。なお、郵送の場合は、受付期間内に必着。 

    申込書様式データは、公社 HP からダウンロードできます。 

 （２）申込受付期間 

    令和２年６月１日（月） ～ 令和２年６月３０日（火） 

    午前９時から午後５時まで（土日祝祭日を除く） 

    ※申込受付期間が終了し、予約契約が無かった街区については、後日、再度予約申 

込を受け付けます。（令和２年１１月頃予定） 

 （３）申込受付場所 

    栃木県土地開発公社 業務部 

    住 所 栃木県宇都宮市仲町１番１号 （栃木県地域づくり機構ビル） 

    電 話 ０２８－６２２－６５９７ 



    E-mail   gyoumu@tochigi-tkk.or.jp 

 （４）申込書類 

    ア 産業団地立地希望申出書（様式１） 

    イ 企業概要書（様式２） 

    ウ 事業計画書（様式３） 

    エ 工場等配置計画図（建築物、構築物、緑地等を記入した平面図等） 

    オ 会社定款及び法人登記現在事項全部証明書 

    カ 直近期の国・都道府県・市町村税の納税証明書（未納がないことの証明） 

    キ 直近三期分の財務諸表（貸借対照表・損益計算書等） 

※上場企業等の場合は EDINET コード提供で省略可 

    ク 営業パンフレット（案内書）、会社経歴書又は会社概要書のいずれか 

※上場企業等の場合は EDINET コードの記載で省略可 

    ケ その他公社が必要と認め、提出を指示した書類 

      ※親子会社等で土地と建物等の所有者が異なる場合には、株主名簿の写し等の 

提出を指示する場合があります。 

 （５）注意事項 

    ア 提出書類は、正本１部とします。 

    イ 提出頂いた書類は返却しませんので、あらかじめ御了承ください。 

    ウ 提出書類等の作成に要する費用は全額申込者の負担とします。 

    エ 提出頂いた事業計画等について確認のため連絡をする場合がありますので、立

地希望申出書に記載する担当者連絡先は、事業計画等について説明ができる方と

してください。 

 

６ 分譲企業の選定方法 

（１）選定方法 

   栃木県・上三川町・公社で組織する栃木県土地開発公社企業誘致検討委員会におい

て、提出された立地希望申出書及び添付書類に基づき、応募資格、地域振興に資する

程度、周辺の環境に与える影響等を審査のうえ分譲先企業を決定します。 

   応募者には、選定結果を文書でお知らせします。 

   ※選定の経過・結果に関する問い合わせ及び異議等には、一切応じません。 

 

７ 契約の締結等 

 （１）予約契約の締結 

ア 分譲企業として決定した方（以下「買受人」という。）に、予約契約に当たって

の留意事項説明（土地の形状・面積その他契約の条件等の説明）を行います。 

イ 留意事項説明にご了承頂いた後、予約契約を締結します。 

ウ 予約契約の締結期限は、分譲企業として決定した旨の通知を受けた日から２か

月以内とします。 

エ 予約契約から１週間以内に手付金（売買価格の１００分の１０）を公社が指定す

る金融機関口座にお支払いいただきます。買受人の事由により予約契約を解除す



る場合は、手付金は公社に帰属します。 

オ 予約契約の締結に伴う諸費用（印紙税等）は買受人の負担となります。 

カ 予約契約の締結後、原則として公社ウェブサイトで企業名及び事業内容等を公

表いたします。 

キ 公社は、買受人が次に掲げる事項に該当した場合には、予約契約を解除できるも

のとします。 

① 代金の支払能力に疑義が生じる事由（破産の申立て・競売の申立て・銀行取 

引停止等）が生じたとき。 

② 立地希望申出書等に虚偽の記載があったとき。 

③ 予約期限内に本契約を締結しないとき。 

④ 予約契約の条項に違反したとき。 

ク 予約契約に基づく権利を第三者に承継させることはできません。 

 （２）土地売買契約（本契約）の締結 

    ア 造成土地等の引き渡しが可能となったときは、当該買受人と土地売買契約（本

契約）を締結します。（令和３年度 下半期予定） 

（３）土地の引渡及び所有権移転登記 

    ア 土地売買契約を締結し、買受人から譲渡代金（割賦支払の方法による場合にあ

っては一時金）の支払を受けたときは、遅滞なく造成土地等を別に定める引渡確

認書により買受人に引渡します。 

    イ 譲渡代金の支払を受けたときは、公社が所有権移転登記の嘱託（申請）を行い

ます。 

      ただし、支払方法が割賦支払の場合は、譲渡代金の１００分の２０以上の土地

代金を支払後、買受人から登記の請求があったときに、公社が所有権移転登記の

嘱託（申請）を行います。 

 

（４）買戻特約の設定 

ア 土地売買契約締結の日から、原則として１０年間を期限とする買戻特約を付す

ものとし、所有権移転登記と同時に、公社が買戻特約登記の嘱託（申請）を行いま

す。 

イ 買戻特約期間が満了した日以降、買受人から買戻特約登記の抹消を請求された

ときは、公社が、抹消登記の嘱託（申請）を行います。 

  



８ 分譲スケジュール 

 

     令和２年６月１日（月） 

       

    産業団地立地希望申出書及び添付書類の提出 

 

    令和２年６月３０日（火）   

 

    ３か月程度を予定しています。 

 

    立地可否を書面で通知します。（R2.10 頃予定） 

 

    予約契約に関する留意事項（重要事項）を説明します。 

 

    決定通知から２か月以内に予約契約を締結します。 

 

    予約契約日から１週間以内に手付金を支払い頂きます。 

 

    令和３年度上半期 

 

    確定面積等、留意事項の変更点を補足説明します。 

 

    留意事項補足説明から２か月以内に申込頂きます。 

 

    土地売買契約を締結します。（R3年度 下半期予定） 

 

  土地売買契約から１週間以内に土地売買代金（割賦の場

合は頭金）から手付金を差し引いた額を支払い頂きます。 

 

売買代金の支払いを確認した後、公社が登記を嘱託（申

請）します。登録免許税は買主の負担となります。 

 

    現地にて境界を確認し、土地を引渡します。 

 

 

   

  

予約分譲の公募開始 

売買予約の申込 

予約分譲の公募終了 

申込者の審査等 

立地企業の決定 

留意事項の説明 

予約契約の締結 

手付金の支払い 

工事完了 

留意事項補足説明 

土地売買の申込 

本契約の締結 

売買代金の支払い 

所有権移転等登記 

土地の引渡し 



９ 各種優遇制度の概要 

 

◇上三川町の優遇制度（上三川町企業誘致等条例） 

対象者の要件 内   容 

「新設時の奨励金」 

次に掲げる要件を備えるものとして、あら

かじめ町長の指定を受けたもの 

・対象施設：工場、物流施設、研究所等、 

条例に定める施設 

・投下固定資産総額１億円以上 

・用地取得から 2年以内に建物の建設に 

着手すること。 

・町税を滞納していないこと。 

「奨励金交付額」 

操業開始後の固定資産税及び都市計画税 

相当額（3年間） 

お問い合わせ先：上三川町商工課産業団地整備係（TEL0285-56-9141） 

 

◇栃木県の制度融資（産業立地促進資金） 

融 資 対 象 県内の産業団地等に工場を新設するもの 

融資限度額 20 億円 

融 資 期 間 15 年以内（うち据置 3年以内） 

融 資 利 率 年 1.7％以内 

（注）融資実行及び返済方法等その他条件については、取扱金融機関及び栃木県信用保証協

会の定めるところによります。 

お問い合わせ先：栃木県産業労働観光部産業政策課企業立地班（TEL028-623-3202） 

 

１０ お問い合わせ 

  栃木県土地開発公社業務部 

  住所 栃木県宇都宮市仲町１番１号 

  電話 ０２８－６２２－６５９７ 

  FAX  ０２８－６２２－０９６２ 

  E-mail: gyoumu@tochigi-tkk.or.jp  

 


